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Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター要旨 ２０２４年５月２９日号 

中国経済の見通し 
～政策頼みの景気回復。不動産リスクは残存、 
貿易摩擦も新たな火種に 

 
 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 

 

中国の2024年1～3月期の実質GDP

成長率は前年同期比＋5.3％と、前期（23

年10～12月期）の＋5.2％から伸びが小

幅に加速した。季節調整後の前期比も＋

1.6％（年率換算＋6.6％）と、前期（同

＋1.0％）から加速している。 

3月に開催された全国人民代表大会（全

人代）で掲げた今年の成長率目標である

「＋5％前後」に対して、比較的好調な出

だしとなった。 

もっとも、改善の主因は外需であり、4

月も内需は依然力強さを欠く状況にある。 
 

需要動向をみると、消費については、雇

用・所得の先行きに対するマインドは一

段の悪化に歯止めがかかる兆しがみえる

ものの、4月も個人消費の勢いは弱い。 

他方、政府消費は4月に持ち直した。投

資については、4月も製造業投資の堅調が

続く一方、インフラ投資が減速した。 

また、不動産開発投資は減少幅が小幅

に拡大した。輸出については、3月に一時

悪化したが、4月には再び改善している。 
 

産業動向をみると、1～3月期には製造

業主導の改善がみられたが、4月も同様の

傾向が続いているようだ。鉱工業生産は、

3月に一時減速した後、4月には輸送機械

や情報通信機械を中心に再び改善した。 

サービス業生産については、4月にかけ

て減速が続いている。ゼロコロナ終了後

のペントアップ需要がみられた前年要因

のほか、国家統計局は労働節休暇期間の

前年とのずれによる影響を挙げている。 

経済政策の動向をみると、財政政策に

関して、インフラ投資は相対的に高い伸

びを維持しているものの、浮き沈みがみ

られ、4月には減速した。金融政策に関し

ては、24年2月の預金準備率引き下げや

LPR（5年）の低下など緩和が継続されて

いる。もっとも、需要不足の継続などを背

景に、社会融資総量の伸びが減速している。 

4月30日に開催された中央政治局会議

では、不動産政策に関して、地方国有企業

による在庫住宅の買い取りを行うなど新

たな方針が示された。 
 

今後については、足もとの実績等を踏

まえ、24年の成長率を前回（＋4.6％）か

ら＋4.8％へと上方修正したが、25年に

かけて段階的に減速するとの見通しに変

わりはない。公共投資の下支えのほか、政

策支援による製造業の堅調が当面続くだ

ろう。もっとも、不動産追加対策の効果は

限定的で、不動産市場正常化には依然時

間がかかる見込みだ。25年には不動産市

場の低迷に出口がみえてくるが、不動産

開発投資は引き続き抑制されるだろう。 

また、製造業の活動が調整局面に転じ

ると予想されるほか、インフラ投資も減

速が続くとみている。不動産や地方債務

など国内起点のリスクは従来よりもやや

後退したが、依然予断を許さない。また、

欧米諸国との摩擦により、外需が不安定化

するリスクは従来に比べて高まっている。 
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雇用関連統計（２４年４月） 
～経済活動の停滞を反映し、 
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失業率は前月から横ばいの２.６％ 

総務省が5月31日に公表した労働力調

査によると、24年4月の完全失業率は前

月から横ばいの2.6％（QUICK集計・事前

予想：2.6％、当社予想も2.6％）となった。 

労働力人口が前月から7万人の減少と

なる中、就業者が前月から9万人減少し、

失業者は前月から1万人増加の183万人

（いずれも季節調整値）となった。 

失業率は横ばいだが、3月に続き、労働

力人口、就業者がともに減少しており、内

容は悪い。 

就業者数は前年差9万人増（3月：同27

万人増）と21ヵ月連続で増加したが、前

月から増加幅が縮小した。 

産業別には、卸売・小売業が前年差5万

人増（3月：同1万人減）と2ヵ月ぶりに

増加し、宿泊・飲食サービス業が前年差

25万人増（3月：同14万人増）と22ヵ月

連続、医療・福祉が前年差8万人増（3月：

同44万人増）と3ヵ月連続で増加したが、

生産活動の低迷を反映し、製造業が前年

差27万人減（3月：同57万人減）、と2ヵ

月連続で減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人数の減少が続く 

厚生労働省が5月31日に公表した一般

職業紹介状況によると、24年4月の有効

求人倍率は前月から0.02ポイント低下

の1.26倍(QUICK集計・事前予想：1.28

倍、当社予想も1.28倍)となった。 

有効求人数が前月比▲1.3％の減少と

なり、有効求職者数（同▲0.3％）を上回

る減少幅となったことが求人倍率の低下

につながった。有効求人倍率の先行指標

である新規求人倍率は前月から0.21ポ

イント低下の2.17倍となった。 

新規求人数が前月比▲4.1％の減少と

なる一方、新規求職申込件数が同5.2％の

増加となった。 

新規求人数は前年比▲2.3％（3月：同

▲7.4％）と8ヵ月連続で減少した。 

産業別には、生活関連サービス・娯楽業

（前年比3.4％）が3ヵ月ぶりに増加した

が、製造業（前年比▲7.8％）、建設業（同

▲3.9％）が14ヵ月連続で減少した。 
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有効求人倍率の推移 

2 1 

完全失業率と就業者の推移 

（資料）総務省統計局「労働力調査」 

(資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」 
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総務省 ２０２４年５月２４日公表 
 

 
 
 

（１） 総合指数は２０２０年を１００として１０７.７ 

前年同月比は 2.5％の上昇 前月比(季節調整値)は 0.２％の上昇 
 

（２） 生鮮食品を除く総合指数は１０７.１ 

前年同月比は 2.2％の上昇 前月と同水準(季節調整値) 
 

（３） 生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は１０６.５ 

前年同月比は 2.4％の上昇 前月と同水準(季節調整値) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

総合，生鮮食品を除く総合，生鮮食品及びエネルギーを除く総合の指数及び前年同月比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

消費者物価指数（全国） 
２０２４年（令和６年）４月分（２０２０年基準） 

 
 

２０２４年（令和６年４月分） 概 況 

総合指数の動き 生鮮食品を除く 
総合指数の動き 

生鮮食品及びエネルギー 
を除く総合指数の動き 
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（注) (  )は，前月の前年同月比及び寄与度。各寄与度は，総合指数の前年同月比に対するものである。 

 

[総合指数の前年同月比に寄与した主な内訳] 

１０大費目 中分類、前年同月比（寄与度） 品目、前年同月比（寄与度） 

上昇 

食料 

生鮮野菜 13.5％(0.26) キャベツ 39.4％(0.04) など 

菓子類 5.7％(0.15) せんべい 19.9％(0.04) など 

生鮮果物 14.5％(0.14) りんご 37.6％(0.05) など 

調理食品 3.5％(0.13) 調理カレー 15.1％(0.02) など 

穀類 5.3％(0.12)  うるち米（コシヒカリを除く）9.1％(0.03) など 

外食 2.1％(0.10) 焼肉（外食）3.2％(0.02) など 

飲料 4.0％(0.07) 果実ジュース 28.9％(0.02) など 

住居 設備修繕・維持 2.5％(0.09) 火災・地震保険料 2.8％(0.02) など 

交通・通信 自動車等関係費 3.5％(0.31) ガソリン 4.4％(0.09) など 

教養娯楽 

教養娯楽サービス 7.7％(0.40) 宿泊料 18.8％(0.19) など 

教養娯楽用品 3.9％(0.08) ペットフード（ドッグフード）9.7％(0.01) など 

書籍・他の印刷物 6.5％(0.07) 新聞代（全国紙）8.4％(0.04) など 

下落 光熱・水道 ガス代 －4.2％(－0.07) 都市ガス代 －5.9％(－0.07) など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注) 各寄与度は，総合指数の前月比に対するものである。  

１０大費目の前月比及び寄与度 

１０大費目指数，前年同月比及び寄与度 

 前年同月との比較（１０大費目） 
 

 前月との比較（１０大費目） 
 



 

５ 

 
   

■総合の前年同月比の上昇幅は 0.2ポイント縮小（３月 2.7％ → ４月 2.5％） 

・生鮮食品により総合の上昇幅が 0.15ポイント拡大 
 

■生鮮食品を除く総合の前年同月比の上昇幅は 0.4ポイント縮小（３月 2.6％ → ４月 2.2％） 

・都市ガス代などの下落幅が縮小し、エネルギーにより総合の上昇幅が 0.05 ポイント拡大 

・生鮮食品を除く食料により総合の上昇幅が 0.26 ポイント縮小 

・家庭用耐久財により総合の上昇幅が 0.02ポイント縮小 

・宿泊料により総合の上昇幅が 0.07ポイント縮小 

・携帯電話機により総合の上昇幅が 0.04ポイント拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「電気・ガス価格激変緩和対策事業」による押し下げ効果（寄与度）は-0.48［試算値］ 

（内訳：電気代は-0.40［試算値］、都市ガス代は-0.08［試算値］） 
 

消費者物価指数（全国）２０２４年（令和６年）４月分（２０２０年基準）の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。   

他の主な項目の前年同月比及び寄与度 

エネルギー構成品目の前年同月比及び寄与度 

 総合指数の前年同月比の変動に寄与した項目 
 

電気代指数の動き ガソリン指数の動き 生鮮食品を除く 
食料指数の動き 
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生涯現役社会を実現する 

高齢化社会への対応と 

雇用形態見直しの実践法 
      １．日本の雇用環境の変化と現状について 
      ２．高年齢者雇用推進への取り組み方 

      ３．高年齢者雇用に対応する賃金制度の見直し       

      ４．高年齢者雇用の取り組み事例 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考資料 
【独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構】：「70歳雇用推進マニュアル」「65 歳超雇用推進マニュア
ル」「70歳雇用推進事例集 2022」「定年延長、本当のところ(改訂版)」 
【厚生労働省】:「高年齢者雇用の現状等について」「高年齢者の雇用状況」「65 歳超雇用推進マニュアル」他  

６ 

労 務 



 

７ 

 

 

 

 

日本では、世界でも例を見ないほど急速な少子高齢化が進んでいます。労働力人口が減少する

なかで社会や経済の活力を維持するため、働く意欲がある高年齢者の活躍が期待されています。 

このような背景から、政府は高年齢者が活躍しやすいように、法整備を行うなどの施策を講じ

ています。企業としても、社員が長く活躍できる環境や制度を整え、高年齢者を人的資源として

活用していくことが求められています。本レポートでは、高年齢者雇用に関する現状や取り組み

方について、人事制度の具体的な見直し方も交えて紹介します。 

 

 

日本では、高年齢者の約４割が 65歳を超えて就業することを希望しているなど、高年齢者の

就労意欲の高まりも確認されています。こうした背景から、働く意欲のある高年齢者が、その能

力を十分に発揮できるよう、高年齢者の活躍の場を整備することが重要となり、高年齢者雇用安

定法が改正されました。これまでの高年齢者雇用安定法による「65 歳までの雇用確保を義務」

から、改正後は「70 歳までの就業機会の確保を努力義務」となりました。 
 

【改正前】         

①から③のいずれかの措置による６５歳までの雇用確保が義務 

①65歳までの定年引き上げ 

②定年制の廃止 

③65歳までの継続雇用制度を導入 

特殊関係事業主での継続雇用も可能 
    

 

    

        

【改正後】  

①から⑤のいずれかの措置による７０歳までの雇用確保が努力義務 

①70歳までの定年引き上げ 

②定年制の廃止 

③70歳までの継続雇用制度を導入 

特殊関係事業主に加え他社での継続雇用も可能 
          

④70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 ※
創
業
支
援
等
措
置 

⑤70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 

a.事業主が自ら実施する社会貢献事業 

b.事業主が委託、出資等する団体が行う社会貢献事業 

※雇用以外の措置。 

創業支援等措置の実施に関する計画を作成し、過半数組合・過半数代表者の同意を得て導入。 
  

日本の雇用環境の変化と現状について 1 企業経営情報レポート 

高年齢者雇用推進に向けた政策      
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企業は、高年齢者の特性を理解した上での仕組みづくりが必要になります。70歳までの雇用

推進に向けて必要な考え方や対応について４つのポイントをまとめました。 

 

◆高年齢者雇用推進に向けた対応のポイント 

①経営者自ら高年齢者雇用の意義を理解し主導する 

高年齢者雇用の先進企業では、経営者が高年齢者雇用を推進しています。 

人事部が人件費負担増を懸念する中でも、経営者が決断し、社員に理解を求めています。経営

者の積極的関与が高年齢者雇用推進のカギを握っているといっても過言ではありません。 

 

②高年齢者の多様性を知る 

高年齢者を活かすためには、高年齢者が年齢を重ねることで多様性が増すことを理解する必

要があります。高年齢者に負担のかからない職場環境を整備したり、勤務形態メニューを充実さ

せるなどの対応が効果的となります。 

 

③高年齢者の強みを活かす仕組みを作る 

高年齢者にいきいきと働いてもらうためには、高年齢者の強みを活かせる役割を担ってもら

うことが重要です。本人の意欲を高めるためには、高年齢者の企業に対する貢献度を評価できる

人事制度を整備し、新たに役職を付与することも有効です。 

 

④高年齢者雇用は全ての社員へのメッセージ 

高年齢者雇用の取り組みは、若年中堅の社員にとっても自分たちの将来を占う重要な手掛か

りとなります。取り組み如何によって、社員の会社に対する信頼感が高まることもあれば、揺ら

ぐこともあります。 

高年齢者雇用には会社としてのメッセージが込められたものでなければならず、全ての社員

がそのメッセージを注視しています。 

 
 
  
 

高年齢者の雇用による措置には、「70歳までの定年引上げ」「定年制の廃止」「70歳までの継

続雇用制度を導入」の３つの選択肢があります。どの選択肢を採用するか判断していくためには、

それぞれのメリット・デメリットを押さえておくことが必要です。 
  

高年齢者雇用確保に向けた「定年引上げ」と「再雇用制度」の比較     

 
 

高年齢者雇用推進への取り組み方 
 

企業経営情報レポート 2 
企業に求められる高年齢者雇用への対応      

 
 



 

９ 

 

 

 
 

 

高年齢者雇用に対応する賃金制度の見直しについて、主に以下の方法が考えられます。 

 

◆高年齢者雇用に対応する賃金制度の４つの見直しポイント 

①諸手当の削減・廃止 

「諸手当の削減・廃止」の一例として「役職定年制」の導入が考えられます。50代後半から

役職定年させるのが一般的ですが、年齢を理由に役職を外して手当を無くすという措置では、モ

チベーションの低下が懸念されます。 

そのため、熟練者に対する新たな役職へ移行し、その役職に見合った手当を支給するという措

置が考えられます。 

 

②基本給カーブの変更 

「基本給カーブの変更」の一例として「昇給の停止または減額措置」が考えられます。 

昇給の停止または減額を行うことで、人件費抑制の効果を期待することができます。 

対象者の職務に対する役割の大きさや雇用形態に留意した上で、昇給の停止及び減額するな

どの対応が求められます。 

 

③賞与制度の見直し 

昇給の停止または減額措置を導入する場合でも、業務の生産性を向上させたインセンティブ

として賞与を支給することにより、高齢社員がモチベーションを持って働き続けることが期待

できます。 

 

④退職金制度の見直し 

基本給と連動する退職金制度を実施している企業は非常に多いです。 

基本給と切り離した「ポイント制退職金制度」を実施することで、定年延長に伴う基本給の上

昇から分離でき、また従業員の貢献度を反映させやすい運用が可能になります。 

 

 
 

従業員の定年を引き上げたり、雇用を継続したりすることで生じる最大の課題が人件費の増

大です。 

今回は定年延長をした場合、人件費がどれだけ増加するかを概観してみます。

  

高年齢者雇用に伴う人件費への影響        

高年齢者雇用に対応する賃金制度の見直し 
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１０ 

 

 

 

 

 

社名 Ｍ社 従業員数 80人 

本社 大阪府 業種 卸売業 
 

Ｍ社では、社員に安心感を与えるため、定年年齢を 60歳から 65 歳に引き上げ、嘱託社員か

ら正社員とする「シニア正社員制度」を導入しました。 

また、社員のキャリア自立を支援する施策の一環として、「役職勇退制度」も導入しています。 

 

●シニア正社員制度 

これまで、60歳を迎えた社員については「嘱託社員制度」を設けていました。シニア社員の

働くことへのモチベーションを維持、向上させながら引き続きキャリア形成ができるよう、定年

年齢を 60歳から 65 歳に引き上げる「シニア正社員制度」を導入しました。 

60 歳以上で働き続ける意思のある正社員は、65 歳まで以下のいずれかの職制を選択します。 
 

①シニア正社員エキスパート職 

これまでと同様、組織目標実現のために引き続き企画立案・折衝等の業務を行う。 
 

②シニア正社員サポート職 

事務的業務を始めとした、所属組織のサポート業務を行う。 

 

シニア正社員の給与水準は、従来の嘱託社員から引き上げられています。 

また、年収に占める賞与比率を 60歳到達前の社員よりも高めることで、高い評価を得るシニ

ア正社員により厚く報いる仕組みとなっています。 

 

●役職勇退制度 

組織の新陳代謝による若い世代の早期マネジメント登用を目的に、「役職勇退制度」を導入し

ています。「役職勇退制度」とは、係長クラスで 50 歳、課長クラスで 55 歳、部門長クラスで

は 57 歳で役職を離れ、若い世代に早期にマネジメントを経験させ、早い段階で能力が発揮でき

るようにすることを目的としています。 

役職を離れた社員は、次世代を育成して組織を活性化する役割を担っています。 

管理職補佐クラスでは、50歳と早期に役職定年を迎える仕組みとなっている一方で、副業を

制度として認めることや、自己成長の取り組みを支援する施策を導入するなど、社員自らが社外

も含めたキャリア形成を描くことを手厚く支援しています。 
 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
  

高年齢者雇用の取り組み事例 
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１１ 

ジャンル：会社法 ＞ サブジャンル：取締役の職務と権限  

取締役の法的義務と責任 
 
取締役の法的義務と責任について教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

取締役は法的には株主から会社の経営を委任されているため、受任者とし

ての善良なる管理者の注意を持って会社経営に当らなければならないという

善管注意義務を負っています。これは、役員として当然期待される常識を身に

つけ、日頃の経営判断や問題に対処しなければならない行動義務をいいます。 

また会社の業務方針に従って常に会社に対して忠実に仕事をする忠実義務

も求められます。すでに述べたような、取締役への期待を果たすために、自分

を磨き、知識を身に付け、会社のために、忠実に、時には社長や他の役員の間

違いを正すように職務を果たせば、義務を果たしたことになるわけです。 

もし役員がこの義務を果たさず、会社に損害を与えた場合には、その役員は会社や株主から損

害賠償責任を問われることになります。会社経営が順調で、経営陣もうまくまとまっており経営

が安定している場合は、普通に対処していれば問題はないでしょう。 

 

１．会社に対する責任 

取締役の会社に対する責任は過失責任と無過失責任に分かれます。過失責

任は、取締役に故意又は過失があったときに限り責任を負うものです。無過

失責任は、取締役に故意または過失がなくても責任を負うものです。 

２．法令・定款違反 

の責任 

取締役が法令又は定款に違反した行為をした結果、会社が損害を被ったと

きは、取締役はその損害を賠償する責任を負う。また、取締役が取締役会の

承認を得ないで競業取引又は利益造反取引をした結果、会社に損害を与え

れば、取締役の法令違反行為により損害賠償責任を負います。 

３．違法配当の責任 

代表取締役が、利益配当の制限規定に違反して、配当できる利益がないの

に、違法に利益処分案を作成して定時総会に提出して承認を受けた結果、違

法な利益配当をした場合には、当該代表取締役は違法に配当された額を会

社に弁済する責任を負います。 

また、中間配当についても同様の責任を負います。 

４．取締役の利益 

相反取引の責任 

取締役会の承認を得て、取締役が会社と直接取引したり、代表取締役が第三

者と間接取引をした結果、会社が損害を被ったときは、直接取引について

は、当該取締役個人が、間接取引については当該代表取締役が、会社に対し

て会社が被った損害を賠償する責任を負うとともに、取締役会の承認決議

に賛成した取締役全員が連帯して損害を賠償する責任を負います。 

５．第三者に対する責任 

取締役は、会社以外の第三者である株主又は会社債権者等に対しても責任

を負います。 

これには任務懈怠による責任、不法行為責任、虚偽記載の責任があります。 
  



 

１２ 

ジャンル：会社法 ＞ サブジャンル：取締役の職務と権限  

取締役の資格と取締役の権限 
 取締役になれる人の要件及び 

取締役の権限について教えてください。  

 

 

 

 
 
 

 

 

１．取締役の資格要件 

取締役には基本的には以下のような欠格事由がなければ誰でもなれますの

で、未成年者であっても取締役就任は可能です。 

ただし、未成年者が本当に取締役としての職務を完全に果たせるかどうか

については異論もあろうかと思います。単に員数合わせのためだけに、我が子

を取締役にするようなことは他の取締役や幹部社員のやる気を削ぐ要因とも

なりますし、ましてや役員報酬を支払っているとなるとなおさらですので、経

営者はそのことを厳に慎むべきでしょう。 
 

◆取締役の欠格事由 

●商法、商法特例法または有限会社法で定める罪によって刑に処せられ、その執行を終えてから２年

を経過しない者 

●上記以外の罪で禁固以上の刑に処せられ、その執行を終えていないもの 

 

２．取締役の権限 

 取締役には次のような権限があります。 

❶会社の業務執行に関する決定に参加     ❷代表取締役の選任、解任 

❸株主総会の決議取消しや無効確認の訴え   ❹取締役会の召集     ❺株主総会に出席 

 

３．取締役の兼任禁止 

❶自社の監査役   ❷自社の会計監査人   ❸親会社の監査役     ❹競争会社の役員 
 

監査役は取締役の業務執行を監査する責務を負っていますが、監査する側とされる側が一緒

では監査になりませんので兼任が禁止されて当然です。会計監査人も同様で、この場合取締役を

やめてから１年を超えないと就任できません。 

親会社の監査役は子会社に対する調査権を持っています。企業結合が複雑化している今日の

実態からすると、監査役による子会社の調査権の実効を阻害する兼任禁止の規定は当然のこと

と言えます。また、取締役はその会社に対して常に忠実に行動する義務を負います。 

従って他の競争会社の取締役を兼任すると、一方に忠実であろうとすると他方に対しては不

忠になる事になり、一方の利益が他方の損失を生む事になってしまいます。 

そのような事態を避けるために兼任が禁止されている訳です。  


